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Abstract 

 

In this research, we construct a stochastic brand purchase model for the consumer 

product market in which consumers must choose a focal brand from many alternatives 

and purchase products recurrently. Particularly, in this research, we aim to construct a 

theoretical framework to apply behavioral data analysis, such as store purchase records 

include customer IDs. We reexamine the consumers’ repetitive purchase behavior from 

the perspective of the information processing theory. In particular, we explicitly 

incorporate the construct of internal search, external search, and learning proposed in 

the field of consumer research into the statistical model. The model becomes 

theoretically more valid than former choice models. In the model construction, in order 

to deal with consumers’ choice subset, we introduce a concept of the “experimental set,” 

which is observed from the purchase records instead of the subsets defined by former 

research, such as “consideration set” and “processing set,” which need an active method 

like interview research in order to obtain the components. 
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概要 

 

本研究は、多数のブランドが存在し繰返し購買が観測される消費財市場における、消費者

のブランド選択行動を再解釈し、消費者個人の内面にある絞り込まれたブランドの集合を

考慮した選択モデルを構築し、実証を行うものである。本研究では、とくに、ID付き POS

データをはじめとした観察（行動）データを分析するための理論的な枠組みの構築をめざ

す。消費者行動研究分野で提示されていた内部探索・外部探索・学習の概念を整理し、繰

返し購買による動的な観察された購買行動を、消費者の情報処理の観点から再構築する。

これらの概念を整理し、モデルに取り入れることで、より理論的に妥当なモデルを構築す

ることが可能となる。また、これまでの研究で概念として提示されていた考慮集合や処理

集合といった消費者の内部に存在する集合は、直接質問するなどの能動的な手段でしか把

握することができないが、経験集合という観察できる集合の概念を新たに提示し、実用的

なモデルの構築を志向していく。 

 

キーワード：情報探索, 離散選択モデル, 考慮集合, マルコフ連鎖モンテカルロ法 

 

  



1 はじめに

市場への適合をめざす企業のマーケティング努力によって、市場は詳細にセグメント化さ
れ、それぞれのセグメントに最適な製品が提供されるようになっている。消費者は販売され
ているブランドから、自らのニーズを最もよく満たしてくれるブランドを選択することがで
きる。理論上は、市場にある入手可能なブランドが多ければ多いほど、消費者にもたらされ
る便益は高くなると考えられる。しかしながら、現実には、消費者は市場に存在する全ての
ブランドを評価して合理的な意思決定によってブランドを選択しているわけではない。たと
えばシャンプー市場には 100を超えるブランドが投入されており、それぞれ異なる便益を訴
求しているが、100個のブランドを全て評価し、購買している消費者は稀だろう。成熟した
市場では、ほとんどの製品カテゴリーにおいて同様の傾向が見られる。経済学が仮定する合
理的な選択行動を人間が実行することは現実には不可能といえる。
このような人間の「合理的」意思決定行動の非現実性については、早くは Simon (1947)

によって指摘されている。Simon (1947)は多数の代替案や問題が存在する現実世界におけ
る「合理性の限界」を指摘し、個人の選択行動についても、代替案の全てを検討するのでは
なく、選択できる集合の一部分について検討し、その中で最も好ましい代替案を選択すると
いうモデルを提示している。無論、消費者認知の不完全さは、現実の消費者と向き合ってい
るマーケティングにおいても重要な関心事として注目されてきた。消費者が必ずしも全ての
製品カテゴリー、ブランドに対して積極的な評価を行っているのではなく、評価や態度形成
に使用するリソース（処理や評価に用いる時間や労力）が異なることを支持するモデルが提
案されている。たとえば、Howard-Shethモデルは、消費者の内面にブランド理解の構成概
念を持ち、ブランドへの態度が刺激や学習によって態度を形成する構成概念が変化していく
構造を表現している (Howard and Sheth, 1969)。また、Petty and Cacioppo (1986)は、消
費者の知識や関与の水準によって内的処理の過程が異なるとした精緻化見込みモデルを提示
している。全ての消費者が同等の水準でブランド評価を行うのではないという仮定は、これ
らの研究においても支持されているといえる。
Simon (1947)が提示した「合理性の限界」や、マーケティングにおける消費者の選択的

情報処理のモデルは、現実的で優れた示唆を提供している。しかしながら、これらのモデル
をそのまま消費者選択行動の実証分析に活用することは簡単ではない。たとえば、ID付き
POSデータをはじめとする行動データから消費者行動の分析を行う場合、入手可能な情報
は「購買者」、「購買日時」、「購買ブランド」という観測された結果だけであり、その背後
にある「検討したブランドの集合」を情報として得ることはできない。消費者が「絞り込ま
れた代替案の集合」を内部で構成していることはおそらく明らかであるが、この「限定され
た」集合は、個人の内部に存在するものであるため、観測することは非常に難しい。消費者
に直接質問するなどの能動的な方法をとらなければ、企業側がその情報を入手することはで
きないのである。
代替案の絞り込みという消費者の内的な過程を、観測される行動データから推測しなけれ

ばならないという大きな問題が障害となり、消費者の内的状態を考慮した行動データの分析
はいまだ発展途上である。この問題に取り組むいくつかの研究が提案されてはいるものの、
解決されなければならない点は多い。そこで、本研究では、行動データを用いた、代替案の
絞り込み過程を組み込んだブランド選択モデルの構築を試みる。行動データから得られる情
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報のみを用いて、繰返し購買の中で蓄積されている消費者個人の知識が構成する代替案の集
合を仮定し、その集合を基軸とした選択モデルを構築するものである。

2 ブランド選択の理論

2.1 ブランド選択の構造

経済学的な意思決定過程を仮定したブランド選択モデルでは、合理的な個人による補償
型の効用関数から購入する製品を決定するという多属性態度モデル（Fishbein, 1967）が理
論的な基盤となっている。とくにマーケティングにおいては、ブランド選択の問題は非常に
大きな論題であり、ランダム効用理論 (RUT)を援用して、先駆的研究であるGuadani and

Little (1983)をはじめとして、多くのブランド選択モデルが提案されている。ブランド選
択モデルにおいては、1つのブランドを選択するモデルであれば、その時点で相対的に最も
効用が高かったブランドが選ばれることになり、2つ以上のブランドが選択される可能性を
含めたモデルでは、その時点での効用が一定水準を超えたブランドが選ばれることになる。
ただし、これらの単純な選択モデルでは、分析対象となる全消費者が分析対象とする全ブラ
ンドを評価しているという仮定の下にモデル化が行われている。消費者によっては特定のブ
ランドを評価していない場合も考えられ得るが、このモデルでは、全てのブランドに効用の
値が割り振られ、個人は合理的な意思決定によって購買するブランドを決定すると仮定して
いる。
選択可能な全集合の中から特定の集合のみを評価するという行動原理は、上述の Simon

(1947)による「合理性の限界」をその嚆矢としているが、消費者行動研究分野においては、
より詳細にその過程の解明を目指す研究が行われている。とくに、この分野では、消費者の
認知的側面から代替案の絞り込み過程をモデル化する研究が進んでいる。そもそも製品の絞
り込みは、消費者の内的な処理によって行われているものであり、消費者の内面的な処理モ
デルの発展とともに、絞り込まれた集合の概念が提案されている。初期の研究では、Howard

and Sheth (1969)が購買意思決定モデルを提案しているが、その中で「想起集合 (evoked

set)」という概念が提示されている。想起集合は、購買時点において消費者の内面に想起さ
れるブランドの集合であり、市場に存在する全ブランドの部分集合になる。消費者が購買時
点に評価するのは、この想起集合に入ったブランドである。また、Narayana and Markin

(1975)においては知名集合を不的確 (inept)ブランドと曖昧 (inert)ブランドに分類してい
る1。集合の類型を議論した研究は他にもあり、Hauser and Shugan (1983)における選択集合
(choice set)、Wright and Barbour (1977)、Roberts (1989)による考慮集合 (consideration

set)など、多くの「絞り込まれた集合」概念が提示されている。これらの集合は、多段階の
意思決定によって少しずつ絞り込まれた各過程にある集合としてとらえられている。たとえ
ば、Lapersonne, Laurent and Le Goff (1995)においては、全体集合＞知名集合＞考慮集合
＞選択集合＞選択という構造を提案している。段階を進むにつれて、集合のサイズは小さく
なるのである。また、Brisoux and Cheron (1990)では、図 1のような入手可能集合＞知名

1訳語は清水 (2000)に従った。
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集合＞処理集合＞想起集合＞選択という構造を提案している（Brisouxと Larocheの概念図
と呼ばれている）。

図 1: Brisouxと Larocheの概念図

消費者行動研究で提案されたこのような集合の絞り込み過程は、概念的にも妥当性があ
り、消費者の行動を精緻に切り分けているが、問題もある。図 1の概念図をはじめとして、
絞り込み過程を何段階か分類しているモデルにおいて、中間段階が観測できないという点
である。入手可能集合は、店舗の品揃えともとらえることができ、これは企業が決定するも
のであるため、容易に観測することができる。また、選択したブランドも観測することがで
き、購買履歴として蓄積される。しかしながら、中間の知名集合、処理集合、考慮集合は、
直接消費者に聞かなければ観測することはできない。これらの絞り込まれた集合を、ID付
きPOSデータなどの行動データから得るためには、何らかのかたちで推定する必要がある。
ブランド選択モデルは行動データへの活用を想定して構築されており、集合の絞り込みを

ブランド選択モデルに組み込むには、行動データのみを用いて観測できない集合の推定プロ
セスを考える必要があるが、いくつかの研究はこれを部分的に解決することに成功してい
る。まず、集合の絞り込みに関する一連の研究を踏まえ、Shocker et, al. (1991)によってブ
ランド選択モデルへの活用が提案され、Roberts and Lattin (1991)においても、モデルへ
の考慮集合の組み込みが提案されている。そして、このような研究を背景として、Andrews

and Srinivasan (1995)では、既存のブランド選択モデル（ロジット・モデル）を拡張し、
考慮集合の構成そのものを確率的に推定するモデルを提案している。たとえば代替案が 3

つあり、これを全体集合 Ω = {A,B,C}とすると、考慮集合として考えられる部分集合は
{A}, {B}, {C}, {A,B}, {A,C}, {B,C}, {A,B,C}の 7パターンである。この研究で提案し
たモデルでは、個人がどの考慮集合を持っているのかを確率的に推定することができる。こ
のモデルの拡張としては、守口・森 (1995)やChiang, Chib and Narasimhan (1999)などが
あり、現在でも多くの研究がAndrews and Srinivasan (1995)の考慮集合概念を導入してモ
デルを構築している。しかし、このモデルには実用上かなり大きな欠点がある。代替案の数
が多くなると、全体集合 Ωのサイズ n(Ω)に対して、考慮集合のパターンが 2n(Ω) − 1 に膨
れあがってしまうのである。たとえば、単純に 10ブランドを分析対象とすると、考慮集合
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のパターンは 1023になる。実際に市場に流通しているブランドは、製品カテゴリーによっ
ては数十から数百にもなり、このような製品カテゴリーでは、このモデルでは全ブランドを
含めた分析は非常に困難である。この問題を解決するために、Gilbride and Allenby (2004,

2006)では、ブランドのスクリーニング過程を組み込むことで計算可能な数までブランドの
数を絞り込んでいるが、この研究では実験データを使い、製品属性の数が多く、ある程度関
与の高い製品を扱っている。行動データは一回の購買時に入手できる情報は少なく、このモ
デルをそのまま購買データに活用するのは難しい。
絞り込まれた集合の観測は難しく、確率的に推定する手法はあるが、これも活用は限定的

である。そこで、次節では、消費者の情報探索行動に着目し、ブランドのスクリーニングを
行っていく過程から、絞り込まれた集合の形成を動的にとらえる方策を考えていく。

2.2 情報探索観点からの動的選択過程

消費者が購買に至るまでの内的過程において、製品・ブランドの情報を探索するという行
動は、消費者の情報処理理論におけるモデルに組み込まれている。
情報処理モデルは、Nicosia (1966)によるニコシアモデル、Howard and Sheth (1969)に

よって提案されたHoward-Shethモデル、Engel, Kollat and Blackwell (1968)によるEKBモ
デルに代表される、S-O-R型モデルをその理論的基礎としている。S-O-R型モデルは、消費
者が外的な刺激 (S: Stimuli)をどう知覚し、それが購入や態度形成などの反応 (R: Response)

をどのように変化させるか解釈するモデルであり、その中間に位置する消費者の内的過程
(O: Organ)をおくものである。これらモデルは、消費者の内的処理を明示的にモデルに組
み込み、その過程を考察するという意図をもって提示されている。これは、上述のブランド
絞り込み過程の背後に存在する内的処理としても説明することができる。このような S-O-R

モデルを踏まえて、消費者の能動性をより強調したものが、情報処理理論モデルである。情
報処理モデルが表現しているのは、自身の内部に何らかの目標を持っており、その目標と現
実のギャップ、すなわち課題が発生したとき、それを解決することのできる手段が何なのか、
能動的に情報を収集するという消費者である。この情報収集の過程で、自らの記憶や外的
な情報を参照する探索行動があり、製品の選択や消費は、この問題解決のための行動と位置
づけられている。初期の代表的な研究としては、Bettman (1979)が提示したモデルがある
（Bettmanモデル）。これは、Bettman (1970, 1971)における試論を経て提示されたモデル
であり、この枠組みはその後の研究でも踏襲されている (e.g. Mitchell, 1981; Howard, Shay

and Green, 1988)。たとえば、Blackwell, Miniard and Engel (2006)では上述の EKBモデ
ルを、情報処理理論を踏まえて拡張し、CDP (Consumer Decision Process)モデルを提示
している。
ここで、Bettmanモデルにおいても CDPモデルにおいても共通しているのは、「消費者

は問題解決の際に、まず自分の記憶を頼りに評価を行い、それが満足行く水準に達しなかっ
たときには、外部の情報を探索する」、「購買後に製品を消費することで学習し、記憶への
フィードバックがかかる」という 2つの構造を持つことである。内部探索・外部探索・学習に
ついて構造を整理すると、次のような過程となる。まず、消費者は問題解決の際に自らの記
憶や経験からの「内部探索」を行い、必要に応じて外的情報を参照する「外部探索」を行う。
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そして購買後は記憶や経験を拡大する「学習」が行われ、次回、その経験や記憶から「内部
探索」が行われる (e.g. Hoyer and MacInnis, 2008; Mowen, 1995)。内部探索、外部探索の
概念は、Simon (1947)による行動原理にもその原型を見ることができる。Simon (1947)が
仮定する限定的な情報の中で内部探索を行い、によって満足水準に達するブランドがなかっ
たときに、引き続いて外部探索を行い、満足水準を超えるブランドを選択するという構図
ととらえることができる。内部探索・外部探索という 2経路の存在は、青木 (1992)、新倉
(2005)、竹村 (1997)においても支持され、Shocker et, al. (1991)、佐々木 (1996)では、こ
うした内外探索行動の結果として考慮集合が形成されるとしている。また、フィードバック
機構に関しては、Howard and Sheth (1969)においても、出力としての「購買」から学習部
の「ブランド理解」構成概念へのフィードバックがモデルに組み込んでおり、購買・利用経
験による消費者の内的なブランド情報の更新を想定している。質問票などで確認できる考慮
集合や、確率的に推定される考慮集合は、消費者の情報処理モデルに則っていえば、内部探
索で得た代替案と外部探索で得た代替案を合成したものと解釈することができる。しかし、
もう 1つの構造であるフィードバック機構は、1時点の内的状態を質問票で確認することは
できないし、確率的にであっても推定するだけでは得ることはできない。

2.3 反復的な購買による経験と学習の集合

そこで、フィードバック機構を行動データから再構成する方策を考えてみたい。行動デー
タ、一般的には ID付き POSデータであるが、ブランドの購買履歴が、個人の IDを添えて
時系列に記録されているものである。ただし、行動データでは、消費者の内的な情報処理過
程を観察することはできず、購買の結果のみが、唯一、消費者の意図を反映したデータとし
て観測できる。すなわち、行動データから消費者の情報処理を考察するということは、探索
行動と学習を観測できる結果から解釈するということに他ならない。
ある時系列行動データがあったとき、消費者 iによって、任意の t時点でブランド jが購

買されたとする。このブランド jが、t以前にも購買されていた記録があるとき、消費者は
このブランドに関する知識を持っていることは確かである。すなわち、かつて購買した経験
のあるブランドは、内部探索によって購買されているといえる。逆に、消費者 iがこれまで
購買したことのないブランド kを購買したときには、これは外部探索によって購買された
と考えることが妥当である。そして、外部探索によって購買されたブランド kは、購買・使
用を経て消費者に評価され、記憶に貯蔵されることになる。すなわち、次回以降の購買にお
いては、ブランド kは内部探索によって検討されうる代替案になる。すなわち、t時点で、t

より前に購買が観測されたブランドの集合は、記憶に貯蔵された代替案の集合に含まれてい
るといえる。この、記憶に貯蔵された代替案の集合は、一定期間の行動データがあれば、そ
こ得ることが可能になる。絞り込まれた集合であるが、記憶に貯蔵された集合は観測できる
のである。ただし、この集合は、厳密には「購買を検討している集合」ではなく、「考慮集
合」、「選択集合」とは多少の差異がある。また、この集合は学習・記憶によるフィードバッ
ク機構の後に形成される集合であるために、図 1の概念図でいえば、「選択」の後段階に存
在する集合といえる。図 1の概念図は 1回の購買現象を説明しているのみであるために明示
的には示されていないが、この集合形成の過程は、何回も購買を行う場合、その度に繰り返
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されるものである。すなわち、この集合は反復的な購買行動を想定したときに初めて意識さ
れるものであり、これまでの購買過程モデルにおける代替案の集合とは概念上別の位置にあ
る集合であるため、この集合を新たに「経験集合」と呼ぶこととする。経験集合は以下のよ
うに定義する。

経験集合は、反復的な購買行動の中で形成され、消費者の情報処理過程において内部探索を
行う対象となるブランドの集合のうち、購買・利用経験のあるブランドの集合である

経験集合という概念を導入することによって、観測できる情報から、一連の消費者情報処
理モデルのフィードバック機構を明示的に組み込み、反復的な購買プロセスを動的に解釈す
ることができるようになる。図 2は、ここで再構成した、反復購買における探索と学習のモ
デルを示している。

t

t+1

図 2: 反復的な探索と学習のモデル

図 2に示されているように、学習によって内部探索対象の集合は拡大していく。すなわ
ち、ブランドの情報が長期記憶に蓄積されていく過程を、時系列で把握することができるの
である。このような反復的な購買と記憶の結果として観測された代替案の集合は、これまで
の絞り込み過程における集合とは異質であるが、少なくとも消費者内部の情報処理過程にお
いて、他のブランドとは異なる処理が行われているブランドであることは明らかである。
行動データから経験集合の形成に注目して分析を行うことのもう 1つの利点は、時系列で

形成過程を追っていくことができるという点である。時系列で過程を追っていく必要性につ
いては、Howard-Shethモデルが発表された 1970年前後にすでに議論の対象となり、Farley
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and Ring (1974)において指摘されている。質問や実験においては長期の過程を追っていく
ことはコストもかかり困難だが、行動データを用いることで長期の反復的な消費者行動過程
を検証することが可能となる。
また、行動データは、この領域で用いられている検証手法の 1つである「言語プロトコール

法 (e.g. Bettman, 1979; Bettman, Johnson and Payne, 1991)」に対する「行動プロトコール
法」として解釈することもできる。言語プロトコール法は、被験者に考慮しているブランドを
口頭で発言してもらい、発言されたブランドの集合を収集するものであり、Stated Preference

(e.g. Train, 2003; Hensher, Louviere and Swait, 1999; Ben-Akiva and Morikawa, 1990)

と同様の性質をもつデータである。これに対して、観測された行動を収集するデータは、
Revealed Preferenceと同様の性質をもつものである。言語プロトコール法による考慮集合
や選択集合と、行動の結果として形成が観測されている経験集合は、短期的は異なる可能性
があるが、長期間では近づいていくと考えられる。
ここで提案した、動的な探索と学習のモデルを踏まえて、次節では、内部探索、外部探索、

経験集合という概念を導入した購買モデルを、既存のブランド選択モデルを拡張するかたち
で定式化する。

3 経験集合の購買モデル

前節までの議論を踏まえて、本節では内部探索および外部探索を考慮したモデルを構築
する。

3.1 経験集合の導入

消費者の長期記憶には、特定のブランドに対する評価が貯蔵されている。これは、過去の
購買経験から構成されるものであり、前節で「経験集合」と定義した。本節では、この経験
集合を用いた購買構造を定式化する。
まず、個人 iが t回めの購買機会において保持している経験集合を Eitとおく。経験集合

は時間の経過とともに変化していくものであるため、tが添えられる。また、経験集合のサ
イズ、すなわち経験集合に含まれているブランドの数は n(Eit)とおく。ここでは、経験集合
の変化と、それに伴う観測変数についての関係を定式化する。
個人 iが時間 tに購買を意図したとき、個人は購買前に内部探索を行う。このとき、内部

探索の対象となるのは t− 1回めの購買後に形成され、継承された経験集合 Eitである。ここ
で、t回めの購買において Eitに含まれているブランドを購買した場合、個人 iは内部探索に
よって満足できるブランドを見つけ、それを購買したととらえることができる。このとき、
時間 t+ 1における経験集合は tにおける経験集合と等しく、Ei,t+1 = Eitである。次に、個
人 iが t回めの購買機会において内部探索で満足行く水準の代替案を見つけることができな
かったとき、この個人は外部探索によって新しい代替案を見つけ出す。経験集合 Ei,tに含ま
れていないブランドが購買されたときに、このような情報処理が消費者の内部で行われたと
とらえることができる。ここで、経験集合 Eitに含まれていないブランド jが時間 tに購買
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されたとき、経験集合 Ei,t+1は Eitに含まれているブランドに加えて jを含んだ集合となる。
外部探索の結果、経験集合が拡大したのである。
ここで、観測される変数を定義する。まず、個人 iによって t回めの購買機会にブランド

j が購買されたとき、購買の変数 yitj = 1とおく。ブランド j は経験集合に含まれている
(j ∈ Eit)。また、経験集合に含まれていながらも購買されなかったブランド k(k ̸= j, k ∈ Eit)
について、yitk = 0である。さらに、本研究では、外部探索についても変数を定義する。外
部探索は、購買されたブランド j が前期の経験集合に含まれていなかったときに観測され
る。すなわち、j /∈ Eitのときに、外部探索が発動しているため、このときの外部探索変数
zit = 1とおく。このとき、ブランド j について初回の購買が観測されることになるが、こ
こでは経験集合に入っていないために、ブランド jの購買確率の推定には用いない。経験集
合の定義で述べたように、経験集合に含まれているブランドは、内部探索を行うブランドの
うち、とくに、購買・利用経験があるものである。すなわち、そのブランドを初めて選択し
た購買時点ではなく、購買後に経験集合は拡大する。
こうした内部探索、外部探索、経験集合の構造を示したのが、表 3.1である。初期状態（時

間 0）には、ブランド aのみが経験集合に入っている個人が、外部探索を繰り返すことで経
験集合を拡大させていく過程を表現している。ここで、初回の購買は (1)とおいている。こ
の例では、購買機会があっても対象の製品カテゴリーからブランドをひとつも購買しないと
いうケースを含めて分析対象としており、また、1回の購買機会に 2つ以上のブランドを購
買するケースも含んでいる。

購買機会 ブランド購買 経験集合 外部探索
t a b c Eit zit

0 {a}
1 1 {a} 0
2 1 (1) {a} 1
3 0 0 {a, b} 0
4 0 0 {a, b} 0
5 0 0 (1) {a, b} 1
6 1 0 0 {a, b, c} 0
7 0 1 0 {a, b, c} 0
8 1 0 1 {a, b, c} 0

表 1: 経験集合と外部探索の構図

3.2 モデルの定式化

ここでは、観測される yと zを説明する構造を仮定する。得られた観測値は離散的な値を
とるために、これを説明するためには離散選択モデルを利用する必要がある。そこで、本研
究では、連続的な潜在変数を仮定したモデルを構築する。これは、Tanner and Wong (1987)

による data augmentationを応用してAlbert and Chib (1993)によって提案された方法で、
マルコフ連鎖モンテカルロ (MCMC)法によってパラメータの推定を行う点が特徴である。
MCMC法には後述するいくつかの利点があり、本研究でも、MCMC法によってパラメー
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タの推定を行う。まず、ブランド購買の観測値 yitj について、連続的な潜在変数 y∗itj を導入
する。yitj と y∗itj は、次のような関係にある。

yitj =

{
1, if y∗itj > 0

0, if y∗itj ≤ 0
(1)

潜在変数 y∗itjは、ブランド jに対して個人 iが時間 tに評価している効用ととらえることがで
きる。ブランド jが購買されるためには、潜在変数 y∗itj が一定の水準を超えている必要があ
り、その閾値を 0とおいている。ここで、購買機会 tにおいて、経験集合に入っている全て
のブランドの潜在変数の値が 0を下回れば、この購買機会には何も購買されず、2個以上の
ブランドの潜在変数の値が 0よりも大きければ、そのブランドは全て購買されるというモデ
ルである。これは、1回の購買機会に唯一の製品が購買される多項選択モデル (Multinomial

choice model)に対して多変量選択モデル (Multivariate choice model)と呼ばれるモデルで
ある。また、これらの選択モデルは、誤差に仮定する分布によっても異なるモデルとなる。
極値分布を仮定すればロジット・モデルとなり、正規分布を仮定すれば、プロビットモデル
となる。本研究では正規分布を仮定するので、多変量プロビットモデルと呼ばれるタイプの
モデルとなる。多変量プロビットモデルを用いることの妥当性や利点は、後の節で述べる。
ブランド購買の観測値 yitj と同様に、外部探索の観測値 zitについても、連続的な潜在変

数 z∗itを導入する。zitと z∗itの関係は以下の通りである。

zit =

{
1, if z∗it > 0

0, if z∗it ≤ 0
(2)

続いて、こうして定義したブランド選択行動 yと外部探索行動 zの潜在変数を説明する構
造を考える。まず、時間 tに個人 iが接触するセールスプロモーション等に対する変数を xit

とおく。xitには切片項を含む。この変数に対する反応度は、個人とブランドごとに規定さ
れるとし、βij とおく。βij には切片項についての反応度が含まれ、これは、ブランド選択モ
デルで頻繁に用いられるブランド・ダミーである。ここから、ブランド選択を説明するモデ
ルは、次のように表すことができる。

y∗itj = x′itβij + εitj , j ∈ Eit, t = 1, · · · , Ti (3)

ここで、ブランド間に相関項を仮定する。製品カテゴリー全体の相関構造を表現する J×J

のパラメータをΣとおき、個人 iの購買機会 tにおいては、経験集合に対応する部分行列 Σ̃it

を利用する。ここで、Σ̃itは、全体の分散共分散行列 Σから、経験集合 Eitに含まれている
ブランドのみを抜き出した部分行列である。同様に、 ỹ∗itは y∗itから経験集合 Eitに含まれて
いるブランドのみを抜き出したベクトル、および B̃itは、Bi = {βi1, · · · , βiJ}′から経験集合
Eitに含まれているブランドのみを抜き出したサイズ n(Eit)×Kの行列とおく。これを用い
て購買行動の式を n(Eit)次元の多変量回帰モデルとして以下のように表すことができる。

ỹ∗it = B̃itxit + ε̃it, ε̃it ∼ N (0, Σ̃it) (4)

ブランド間に仮定される関係構造 Σは、市場全体の関係を示しており、個人の選択におい
ては、市場全体の関係のうち、個人の経験集合に含まれているブランドのみが検討されるこ
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とになる。

次に、外部探索については、外部探索傾向を説明する変数 witとパラメータ γitから、次
のように構成する。

z∗it = w′
itγi + ζit, ζit ∼ N (0, 1), t = 1, · · · , Ti (5)

ここで、各パラメータに上部の構造を設定し、階層化によってパラメータ間の関係を検討
する。階層化したモデルの推定は、MCMC法ならば可能であり、これも本研究でMCMC

法を用いる理由のひとつである。個人はパラメータBi, γiをもち、これらのパラメータの値
は、個人のデモグラフィック属性によって一定程度説明可能であると考えられる。そこで、
個人ごとに推定されているパラメータを個人属性によって説明する。個人属性の変数を vi

とおき、それにかかるパラメータを θi = (vec(Bi)
′, γ′i)

′とおいて、次のようなモデルを仮定
する。

θi = ∆vi + ξij , ξij ∼ N (0,Φ) (6)

この式 (6)では、ブランド好意度とプロモーション反応を含むパラメータ βij を、全ての
ブランドについて必要としているが、ブランド購買の式 (4)においては、βijは経験集合に含
まれているブランドのみが推定の対象となる。すなわち、最後の観測時点 Tiまで経験集合
に含まれない βij , j /∈ Ei,Ti は欠損値である。しかし、MCMC法によってこの欠損を確率的
に補完する方法が提案されており、本研究においても、この欠損補完のアルゴリズムによっ
て推定を行う。
具体的な説明変数は、次節でデータの概要を説明したあとに解説する。また、事前分布・

事後分布・推定法などは付録に記載している。

3.3 多変量選択モデルによる定式化の利点

本研究では、上述の通り、多変量選択モデルによって経験集合を仮定した購買モデルを構
築している。多変量選択モデルは、一度に複数のブランドが選択される自由度をもったモデ
ルであるが、ブランド選択行動を分析する場合、一般的には多項選択モデルが利用される
ケースが多い (e.g. McCulloch and Rossi, 1994, 1996; Allenby and Rossi, 1999; McCulloch,

Polson and Rossi, 2000)。しかしながら、本研究では、一般的でない多項選択モデルを採用
している。理由としては、ひとつは、計算上の問題を回避することができるという点があ
る。ただし、後述するように、多くの購買データにおいては、多項選択モデルを用いるより
も、多変量選択モデル用いた方が理論上も妥当であるといえるため、本研究では多変量選択
モデルを積極的に用いている。

計算上の問題は、多項選択モデルが仮定する相対的効用水準の扱いの難しさである。多項
選択モデルは、代替案の中で効用水準が最も高いものが選択されるという構造のため、任意
の 1ブランドを基準として、そのブランドとの相対的な水準が考察されることになる (e.g.

Train, 2003)。代替案の集合が変化しなければ、どれかひとつのブランドを基準とすればい
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いが、本研究で扱うモデルのように、代替案が動的に変化していく構造では、基準ブランド
の選定が難しい。さらに、階層化を施す場合には、全個人について同一のブランドを基準ブ
ランドとしておく必要があるが、個人間で経験集合の要素が異なるために、共通の基準ブラ
ンドを設定することができない。そこで、本研究では、購買について絶対的な水準を仮定す
る多変量選択モデルを採用することで、代替案の集合の変化に影響を受けないモデルを構築
している。また、相対化したパラメータは、基準ブランドに対する相対的な水準を示すもの
であるため、得られた値の解釈が難しくなることが多い。この面も、相対化を行わない多変
量選択モデルの方が優れているといえる。

多変量選択モデルを用いることによる理論上の問題は、個人の予算および利用することの
効用に関連する点である。個人は対象のカテゴリーで 1つのブランドを購買すればニーズが
満たされ、それ以上は購買しないという経済学的な仮定を考えると、2つ以上のブランドが
一度に購買されることを仮定するのは一見すると問題があるように思える。また、予算制約
を考えても、同じ問題を解決することができる製品（たとえば髪をきれいにする、という問
題を解決する製品としてのシャンプー）を 2個以上購買することは無駄であり、合理的でな
いように感じる。
しかしながら、同じカテゴリーのブランドを 2個以上購買するという現象は、購買時点と

消費時点のずれを考えれば、現実にあり得るものであると理解できる。店舗で購買されてい
る多くの製品では、購買時点と消費時点が異なり、プロモーションその他の要因で、購買時
点が前後にずれることがある。もちろん将来の消費を想定して購買するのだが、バーで購買
するビールのようにその場で消費することはない。消費時点を考えると、同じ製品カテゴ
リーの 2個以上のブランドが一度に消費されることは考えにくいが（たとえば 2種類以上
のシャンプーを一度に使って髪を洗うことはないだろう）、購買時点では、むしろ特売日に
集中して購買することは十分想定できる。そして、このような現象が起こり得ることを表現
できる多変量選択モデルの方が、現実を説明するモデルとして妥当であると考えられる。加
えて、予算制約に関する問題も、消費者は長期的な観点から予算も最適化を行っていると考
えられ、価格が安いときに将来の消費を見込んでまとめ買いを行うのは合理的であり、とく
に、低価格かつ長期保存可能な製品の購買においては、一時点の予算制約を考慮する必要は
ないといえる。
以上の理由から、本研究では多変量選択モデルを用いて購買行動を考察していく。

4 実証分析

4.1 データ概説

前節で解説したモデルを、実際のデータを用いて検証する。本研究で用いるデータは、経
営科学系研究部会連合協議会が主催する平成 22年度データ解析コンペティションにおいてカ
スタマー・コミュニケーションズ株式会社より提供された、ドラッグストアの購買履歴デー
タである。期間は 2008年 1月 1日から 2009年 12月 31日までの 2年間である。対象とする
製品カテゴリーはシャンプーである。シャンプーは低価格の必需品であるため、反復的に購
買される製品であり、本研究のモデルを実証するためには好適であるといえる。
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4.2 実証分析の設定

4.2.1 分析期間・分析対象ブランド

まず、分析対象の期間について説明する。前節で提案したモデルを推定するためには、分
析対象の期間のまえに一定の時間をおき、経験集合の初期状態を設定する必要がある。そこ
で、本研究では、2年 (24ヶ月)間のデータのうち、はじめの 9ヶ月間を経験集合の形成期間
としておき、その後を分析対象の期間とする。経験集合の初期状態には、はじめの 9ヶ月間
に購買が観測されたブランドが含まれている。また、モデルによる予測精度の検証のため
に、各個人の最後の購買機会のデータをとりおき、これを検証用データとする。
次に、分析対象とするブランドは、全期間を通して購買数が多かった上位 10ブランドと

した。モデルの構造として、対象とするブランド数が多くなっても計算負荷が大きく増加す
ることはないが、あまり購買数が少ないブランドだと、推定結果の信頼性が低下するため、
10ブランドを対象とした。具体的なブランド名に関しては、表 2に記載している。

順位 ブランド名 購買件数
1 ラックス 1667
2 パンテーン 1499
3 TSUBAKI 894
4 メリット 838
5 エッセンシャル 743
6 ダヴ 638
7 スーパーマイルド 538
8 ソフトインワン 494
9 PB（プライベートブランド） 482
10 モッズヘア 474

表 2: 分析対象のブランド

4.2.2 購買機会と分析対象顧客

まず、購買機会を定義する。前節までのモデル構築で、本研究で扱うブランド選択モデル
は、同じ購買機会に 2個以上のブランドが購買される場合を想定し、また、購買機会に 1つ
もブランドが購買されてない場合も想定している、多変量選択 (Multivariate Choice)構造
としている。これを踏まえて、購買機会を定義する。購買機会は、来店・非来店を問わない
カレンダー通りの日にちとすることも、来店日とすることも可能だが、本研究では、「シャ
ンプーカテゴリーの購買があった日（カテゴリー購買が観測された日）」を購買機会ととら
える。
すなわち、本研究で議論する購買確率は、厳密には「カテゴリー購買が観測された」とい

う条件付きにの購買確率である。本研究では詳細に議論しないが、カテゴリー購買確率を同
時に推定し、条件付きの確率に分解することで、任意の観測日における購買確率を求めるこ
とができる。来店・カテゴリー購買・ブランド購買を分解して推定するモデルは、Chiang

(1991)、Chintagunta (1993)、Chib, Seetharaman and Strijnev (2004)、Van Heerde and
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Neslin (2008)などに詳しい。本研究で提案するモデルも、これらの研究で得られた知見を
活かせば、容易に拡張することができる。

分析対象の顧客を抽出する条件は、経験集合の形成期間・分析対象期間ともに、対象のブ
ランドを 3回以上購買していることとした。この条件に合致した顧客からランダムに 400人
を選び出し、分析対象とする。

4.2.3 説明変数

続いて、説明変数について解説する。まず、ブランド選択の説明変数 xに含まれる変数に
ついて説明する。対象の店舗では、毎月 1日および 20日に全製品を値引きするセール日が
ある。そこで、これをダミー変数の形で説明変数の 1つとして用いる。また、同じく説明変
数として、土日・祝祭日をダミー変数の形で用いる。また、これに加えて、iの t時点での経
験集合のサイズを組み込む。次に、外部探索を説明する変数wについて説明する。wには、
xと同様に、セール日ダミーと土日・祝祭日ダミー、経験集合のサイズを組み込むため、本
研究では xと等しくなる。

4.2.4 対立モデル

本研究では、対立モデルとして、最尤法によって推定を行うロジット・モデルを用いる。
消費者 iが時間 tにブランド jを購買する確率を以下のように定める。

Pr(yitj = 1) =
exp(x′itβj)

1 + exp(x′itβj)
(7)

ここで、xit = (切片,セール日t,土日祝日t,性別i,年齢i)である。ブランドごとに購買モデ
ルを推定し、得られたパラメータを予測に用いる。

5 推定結果の考察

5.1 モデルの収束と予測

まずは、推定したモデルの収束を判定する。収束の判定においては、Geweke (1992)で提
案された判定法を用いている。前半 10%と後半 50%のサンプルについて検定を行ったとこ
ろ、全てのパラメータは収束していることが確認できた。

次に、予測のためにとりおいたデータを用いて、モデルの予測能力を検討する。ここで
は、τ = Ti + 1回めの購買確率を計算して、予測用のスコアとする。まず、顧客 iの時間 τ

におけるブランド jの購買確率の推定値 p̂iτj は、ブランド jが経験集合 Eiτ に入っていると
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き、次の式から求めることができる。ここで、時間 τ = Ti + 1の経験集合は時間 Tiまでの
選択履歴を使えば得るることができる。ϕ(·)は標準正規分布の密度関数である。

p̂iτj = Pr(ŷiτj = 1) =

∫ ŷ∗iτj

−∞
ϕ(a)da, if j ∈ Eiτ (8)

ここで、ŷ∗iτtは、他のブランドとの関係を考慮して計算しなければならない。経験集合 Eiτ に
含まれているブランドに対応した要素だけを抜き出した変数を B̃iτ、Σ̃iτ とおいて、(y∗ij)

(h) ∼
N (B̃iτxiτ , Σ̃iτ )を発生させ、その平均値を計算することで、ŷ∗ij を得ることができる。これ
をもとに確率を計算すれば、各ブランドの購買確率を計算することができる。
また、外部探索を行う確率 qiτ は、次の式から計算することができる。

q̂iτ = Pr(ẑiτj = 1) =

∫ ẑ∗iτ

−∞
ϕ(a)da (9)

ブランド jの予測において、各消費者の予測スコアは、経験集合に入っているブランドに
ついては通常通り計算するが、経験集合に入っていないブランドについては、予測購買確率
は分からない。本研究で提案しているモデルが推定している βij は、利用経験者の購買意向
パラメータだからである。しかしながら、実務上は、経験集合に入っていないブランドの選
択行動についても、何らかの予測ができることが望ましい。

そこで、本研究では、予測については次の 2種類の方法を採用して比較する。第 1の方
法は、経験集合外の選択確率を全て 0とするものである。これは、モデルが表現する理論に
忠実に従う方法である。第 2の方法は、事前分布から予測購買確率を計算し、その確率と外
部探索確率の積を、経験集合に入っていないブランドの購買確率とするものである。この方
法は、モデルの理論からは逸脱するが、経験集合外のブランドのスコアを算出することがで
きる。
事前分布から計算する予測購買確率は、事前分布のパラメータ∆および個人属性の変数

wiを使って求められる。∆wiから B̆を構成し、ここから、y̆∗itj = β̆ijxiτj を計算し、予測ス
コアを以下の式から算出する。

p̂iτj = q̂iτ Pr(y̆iτj = 1) = q̂iτ

∫ y̆∗iτj

−∞
ϕ(a)da, if j /∈ Eit (10)

以上、2種類の方法に対立モデルを加えた 3種類の方法で予測を行い、その精度を検討す
る。予測能力の判定においては、ヒットレートとROC (Receiver Operating Characteristics)

曲線とROCスコアを用いる。ヒットレートは、予測と実現が一致した率である。予測の閾
値は 0.5とおいた。また、ROCスコアは、0から 1の間の値をとり、その値が 1に近いほ
ど予測能力が高いといえる。また、完全にランダムに予測を行った場合には統計的に 0.5を
とるため、0.5を上回っていれば予測能力があることを示している。詳細はBlattberg, Kim

and Neslin (2008)を参照のこと。

得られた結果は表 3に示している。「購買人数」とあるのは、予測対象データにおいて、
購買（外部探索）が観測された人数である。「非購買率」は、購買しなかった、外部探索を
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しなかった消費者の割合である。ヒットレートを解釈するとき、全ての消費者を非購買、あ
るいは内部探索と判定すると、この値となる。この値よりも高くなければ、値としてヒット
レートが高くても、予測能力があるとはいえない。また、「提案 1」は、経験集合外のブラ
ンド購買確率を 0としている方法、「提案 2」は、経験集合外のブランド購買確率を事前構
造から補完している方法である。外部探索確率については、経験集合は関係ないので、提案
1、提案 2ともに同じ値となっている。ボールドの数字は、ヒットレート、ROCスコアにお
いて 3種類（外部探索においては 2種類）の方法の中で最も値が高かったものである。

ヒットレート ROCスコア
ブランド 購買人数 非購買率 対立 提案 1 提案 2 対立 提案 1 提案 2

ラックス 68 0.830 0.830 0.943 0.943 0.569 0.963 0.982
パンテーン 64 0.840 0.840 0.903 0.903 0.580 0.898 0.943
TSUBAKI 39 0.903 0.903 0.970 0.970 0.637 0.967 0.989
メリット 41 0.898 0.898 0.953 0.953 0.616 0.954 0.980

エッセンシャル 33 0.918 0.918 0.968 0.968 0.633 0.953 0.975
ダヴ 32 0.920 0.920 0.968 0.968 0.592 0.905 0.946

スーパーマイルド 18 0.955 0.955 0.970 0.970 0.642 0.883 0.968
ソフトインワン 23 0.943 0.943 0.983 0.983 0.576 0.948 0.958

PB 23 0.943 0.943 0.965 0.965 0.599 0.896 0.957
モッズヘア 12 0.970 0.970 0.990 0.990 0.538 0.997 0.997
外部探索 32 0.920 0.918 0.925 0.561 0.958

表 3: 予測結果

表 3をみると、対立モデルは、ROCスコアにおいては全体的に 0.5を上回っているので
予測能力が一定程度あるといえるが、ヒットレートは非購買率と同じであり、購買者と非購
買者を適切に選別できていないことがわかる。これに対して、提案モデルはどちらの方法に
おいても、ヒットレートが非購買率をすべて上回っており、高い予測能力があることがわか
る。購買・非購買者の人数に大きな差がある場合、予測がどちらかの値のみに偏り、適切な
予測ができない場合があるが、提案モデルにおいては、ブランド購買については予測がどち
らかの値に偏ってしまったということはなく、購買生起についても適切に予測ができている
といえる。提案モデルはROCスコアにおいても、全て 0.5を超え、対立モデルよりも高い
値を示している。とくに、提案 2の予測能力が非常に高く、ほとんどのブランドに対して提
案 1よりも高い値となっている。
この ROCスコアの算出のために用いる ROC曲線について、代表的なものを図 3に挙げ

ている。細い実線は対立モデル、太い実線は提案 1、太い点線は提案 2の結果である。ROC

曲線は、曲線が中央の直線よりも左上にあれば「予測能力がある」ということを示してお
り、また、左上に寄っているほど予測精度が高いといえる。これを見ると、提案モデルは対
立モデルと比較して、非常に高い精度で予測ができていることが見てとれる。とくに、提案
2の方法は、中位～下位のスコアの個人における予測能力が高い。これは、経験集合外にあ
る消費者の購買動向についても適切に予測を行うことができていることを示している。
ここで示されたように、モデルの予測能力は非常に高く、実用的なモデルであるといえ

る。次節以降では、得られたパラメータを考察し、マーケティング施策への活用を考える。
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図 3: ROC曲線　 (左上)ラックス、(右上)パンテーン、(左下)TSUBAKI、(右下)外部探索
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5.2 パラメータの考察

モデルの説明に用いた変数の影響を考察することで、消費者の大まかな傾向を掴むこと
ができる。まず、表 4は、事前構造∆の推定結果である（一部のブランドについて抜粋し
ている）。表中、∗が添えられているものは、HPD基準で 10%以上の水準で有意であると
判定された値である。同様に、∗∗は 5%、∗ ∗ ∗は 1%水準を示している2。ここで、NBであ
るメリット、エッセンシャルと PBとの差異を読み取ることができる。まず、「切片-性別」、
「切片-年齢」から、メリットは年齢高めの消費者に好まれる傾向があることが分かるが、PB

は、若い女性に好まれる傾向があることが分かる。また、「セール日-切片」を見ると、PB

がセール日に購買される確率が上がるようだ。エッセンシャルについては、性別に規定され
ており、セール日には、女性には購買されにくくなり、男性には購買されやすくなることが
分かる。経験集合サイズについては、メリットは経験集合のサイズが大きくなると購買され
やすくなるという傾向があるようだ。これは、消費者が色々なブランドを利用していながら
も、メリットを購買する確率が上がっていくことを示している。
外部探索については、性別に規定される影響が多いようだ。まず、一般的に、女性の方が

外部探索をする傾向が高いことが示されている。また、女性は土日祝日には外部探索を行
わない傾向がある。すなわち、女性は平日の購買で外部探索を行っている傾向が高いといえ
る。経験集合のサイズとの関係についても、女性は経験集合のサイズが大きくなるほど外部
探索をしなくなる傾向があるといえる。有意ではないが「経験集合のサイズ-切片」が負に
なっていることから、男性では経験集合のサイズが大きくなるほど外部探索をしなくなると
いう傾向が統計的に有意になるほど強くないが、女性はこれが非常に強いことがいえる。
表 5は、Σの事後平均値である。これも∆と同様の基準で ∗を付している。これをみる

と、いくつかの値が負で有意に判定されている。これは、一方のブランドが選択されたとき
はもう一方のブランドが選択されにくいという関係にあるといえ、競合しているブランド同
士だととらえることができる。推定された Σの構造は、市場全体のブランド間影響関係を
示しているが、個々の消費者の内面にこのブランド間影響関係の情報があるわけでない。消
費者の経験集合内にあるブランド間の部分的な競合関係から推定された市場全体の関係で
ある。

6 議論

6.1 モデルパラメータの解釈

本研究では、経験集合に入っているブランドのみを対象としてパラメータを推定してい
る。すなわち、このモデルから得られるパラメータは、対象のブランドを利用した経験があ
る集団が判断したブランドの選好度といえる。外部探索によって購買され、経験集合に入っ
たとしても、その後購買がされなければ、そのブランドのパラメータは低くなる。すなわ
ち、そのブランド利用価値が直接影響している値となっている。プロモーションや広告等で
醸成させる購買意欲とは別の選好を表現しているといえる。本節では、このような選好を表

2HPDの計算方法は、Chen, Shao and Ibrahim (2000)の方法を参照にした。
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∆(抜粋) 切片 性別 年齢
メリット 切片 -13.93 *** -2.08 4.97 ***

セール日 -5.83 -0.01 1.54
土日祝日 -4.57 -1.85 1.84 *

経験集合サイズ 5.86 ** 0.65 -2.44 ***
エッセンシャル 切片 0.19 2.13 1.59

セール日 0.76 -5.50 ** 1.10
土日祝日 -5.50 -2.23 * 2.46 **

経験集合サイズ 0.24 -1.32 * -0.89
PB 切片 3.85 12.08 *** -4.02 **

セール日 11.94 ** -0.53 -2.65 *
土日祝日 -3.75 -6.65 *** 2.89 *

経験集合サイズ 0.12 -1.58 * 0.02
外部探索 切片 -0.67 2.40 *** -0.75

セール日 0.25 0.80 -0.16
土日祝日 0.42 -1.69 *** 0.36

経験集合サイズ -2.50 -1.53 *** 0.19

表 4: 推定された∆

ラックス パンテーン TSUBAKI メリット エッセン
パンテーン -0.141 **
TSUBAKI -0.044 -0.016
メリット -0.039 -0.072 -0.068

エッセンシャル -0.064 -0.017 -0.052 -0.053
ダヴ -0.016 -0.065 -0.035 -0.022 -0.007

スーパーマイルド -0.016 0.003 0.029 -0.041 -0.038
ソフトインワン -0.050 -0.051 -0.247 * -0.023 -0.023

PB 0.000 -0.025 -0.051 -0.016 -0.038
モッズヘア -0.024 -0.031 -0.055 -0.050 -0.019

ダヴ スーパー ソフト PB

パンテーン
TSUBAKI
メリット

エッセンシャル
ダヴ

スーパーマイルド -0.031
ソフトインワン 0.001 -0.033

PB -0.047 -0.039 -0.038
モッズヘア -0.009 -0.054 0.068 -0.001

表 5: 推定された Σ
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現しているモデルのパラメータBiおよび∆がどのような意味を持ち、どう活用できるのか
を考えてみたい。
まず、ある消費者 iについて、事前構造から潜在的にブランド jの選好度が高いことが分

かっているが、そのブランドの利用経験がないとき、消費者 iはブランド jを自分から選択
することはあるのかを考えてみる。合理的な評価を行う消費者であれば、ブランド jを選択
すると考えられるが、代替案が多すぎる市場は、正確な評価を行い、「自分が利用してまた
購買したいと思うブランド」を選択するのは難しいと思われる。この問題については、予測
の節にある結果から消費者の外部探索の精度を検討することができる。提案 1の方法は、経
験集合に入っていない消費者の購買確率を 0としているもので、提案 2の方法は、経験集合
に入っていない消費者の購買確率をパラメータBi,∆と外部探索確率を使って試算している
ものである。そして、結果として、提案 1の方法に対して、提案 2の方法の予測精度が高く
なっていることが示されている。これは、消費者が経験集合外のブランドを選択する、すな
わち外部探索を行うときに、ある程度は、自分が利用したら満足できるブランドを選択する
ことができているということを示している。もし外部探索が満足に機能していないのであれ
ば、提案 2の方法は提案 1の方法と同等の予測能力しかないという結果となるはずである。
この結果には、消費者の情報探索能力と同時に、企業側のコミュニケーションの適切さも要
因として混在しているが、消費者の選択結果がある程度望ましい状態になっていることは示
されたといえる。また、実用上、このパラメータを使って購買予測を行うことも可能である
といえる。
予測の結果から、消費者個人の外部探索行動がある程度機能していることが確認できたが、

より積極的に、企業側から適切なブランドを提示していくことも考えられる（e.g. Ansari,

Essegaier and Kohli, 2000; Ansari and Mela, 2005）。多くの研究では、レコメンデーショ
ンにおけるブランドの選別は他者の購買情報を用いている。このため、購買しても、利用し
た結果として不満足だったブランドが含まれている可能性がある。その点、本研究で求めた
パラメータを用いたレコメンデーションならば、反復購買意向の情報を使っているため、こ
のようなブランドを提示する危険性は低くなる。使ってみて満足ができると考えられるブラ
ンドを推薦することができるという点で、理論的には、これまでのレコメンデーションモデ
ルよりも、消費者の便益を向上させることができると考えられる。

6.2 経験集合のサイズ

本研究では、分析前 9ヶ月間に形成された経験集合を初期情報として、その後 1年 3ヶ月
の購買行動を分析し、経験集合の変化を追っているものである。
本研究の観測終了時点で、経験集合のサイズは、平均 2.55ブランドであり、最大は 8ブラ

ンドであった。本研究では、売上上位 10個のブランドを推定対象としているが、これらを
すべて購買した個人は一人もおらず、最大でも 8ブランドである。逆に、経験集合に 1つの
ブランドのみが入っているという消費者は 108人（27%）、2つのブランドが入っている消費
者が 120人（30%）、3つのブランドが入っている消費者が 76人（19%）であり、経験集合
に入っているブランドが 3個以下の消費者は合計すると全体の 76%になる。多くの消費者は
同じブランドを反復して購買する傾向が非常に強いことがわかる。シャンプーカテゴリーに
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おける考慮集合のサイズを調査した研究としては、Hauser and Wernerfelt (1990)があり、
この研究では、おおよそ 6.1ブランドとされている。この研究と比較すると、今回の研究で
得られた集合のサイズはかなり小さいといえる。考慮集合に入っていても購買されない集合
が存在する可能性があり、経験集合は考慮集合よりも小さいサイズになっているようだ。
また、多くの消費者が市場に存在するブランドのほんの一部しか購買していない現状を踏

まえて考えると、通常の方法では、市場全体の競争構造 Σを推定することは困難であると
いえる。しかし、MCMC法によって推定を行う本研究の方法を用いれば、部分的な消費者
個人の選択構造から、市場全体の競争構造を推測することができる。

経験集合についてもう一つ考えなければならないのは、経験集合サイズの限界である。本
研究では、長期記憶に貯蔵されている経験集合からブランドが外れるメカニズムを組み込
んでいないが、これは Bettman (1979)の命題を踏まえたものである。Bettman (1979)に
おいては、長期記憶の性質として「永続的」であり「本質的に無尽蔵」であるとしている
（Bettman ,1979, pp. 151, Proposition 6.4）。すなわち、長期記憶についてはサイズの限界
を考える必要はないとされている。また、先行的な考慮集合を扱った研究でも、これを組み
込まない研究も多く、比較的短期のデータを扱う場合は大きな問題はないと考えられる。た
とえば、Chiang, Chib and Nrashimhan (1999)ではトマトケチャップ市場を対象に分析を
行っているが、1年半程度を分析期間とおいており、この間に考慮集合の変化はないと考え
ているといえる。しかしながら、実用上、より長期の分析を行うならば、経験集合サイズ考
慮した方が望ましい場合も考えられる。

7 結論

本研究では、多数のブランドが存在し繰返し購買が観測される消費財市場における、消費
者のブランド選択行動を再解釈し、消費者個人の内面にある絞り込まれたブランドの集合を
考慮した選択モデルを構築し、実証を行った。本研究の貢献として、以下の 3点を挙げるこ
とができる。
第 1に、ID付き POSデータをはじめとした観察（行動）データを分析するための理論的

な枠組みを構築したことである。消費者行動研究分野で提示されていた内部探索・外部探
索・学習の概念を整理し、繰返し購買による動的な観察された購買行動を、消費者の情報処
理の観点から再解釈した。これらの概念を整理し、モデルに取り入れたことで、より理論的
に妥当なモデルを構築することができた。また、これまでの研究で概念として提示されてい
た考慮集合や処理集合といった消費者の内部に存在する集合は、直接質問するなどの能動的
な手段でしか把握することができないが、経験集合という観察できる集合の概念を新たに提
示することで、実用的なモデルを構築することができた。本研究で提示したモデルは、これ
までのブランド選択モデルと比較して、代替案の増加に対して頑健であり、市場に数十のブ
ランドが存在しても、計算負荷を大きく増加させることなく分析することができる。
第 2は、モデルの予測能力の高さである。本研究で提案したモデルは、予測用データを用

いた検証から、非常に高い予測能力を持つことが示された。モデルは、経験集合に入ってい
るブランドの選択確率が高くなるように設計されているが、このモデルで予測能力が高いと
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いうことは、多くの消費者が経験集合に入っているブランドを優先的に選択する確率が高い
ということを示している。消費者がある程度検討するブランドの集合を絞り込んでいること
は多くの先行研究で主張されているが、予測の結果から、過去に自分が購買したブランドを
検討している可能性が高いということが示された。また、ブランド選択の予測だけでなく、
外部探索の予測についても良好な結果を得ており、外部探索をしやすい消費者を高い精度で
判別することに成功している。外部探索をしやすい消費者は、バラエティ・シーキング傾向
が高い消費者ともいえる。このモデルを用いることで、消費者ごとの対象製品カテゴリーに
おける態度の差異を把握することがきる。
第 3は、モデルの拡張可能性の高さである。本研究で提案したモデルは、多くの部分でこ

れまでのブランド選択モデルの枠組みを踏襲している。また、階層化し、MCMC法によっ
て推定を行っており、これまでの研究で提案されたモデルを柔軟に組み込むことができる。
たとえば、カテゴリー横断的なモデルや時系列項の導入など、多様な拡張を考えることがで
きる。
今後の課題としては、次の 2点を挙げる。第 1は、より幅広い製品カテゴリーを対象とし

た実証である。本研究ではシャンプーを対象に実証分析を行い、高い予測能力があることが
確認できたが、他の製品カテゴリーにおいても同様の予測能力を発揮できるのかを検討し
なければならない。予測の結果から、経験集合という概念の妥当性はある程度示すことがで
きたと考えられるが、他のカテゴリーにおいても経験集合内から選択が行われるのか、検証
しなければならない。第 2は、モデルの精緻化である。たとえば、議論の節でも触れたよう
に、経験集合内のブランドが検討する代替案から外れる機構も考えることが望ましい。分析
対象の期間が短いので、本研究においては大きな問題は起きていないが、より長期間の分析
を行うのであれば、検討する必要があるだろう。その他の点についても、実証を重ねていく
上で必要があれば、適宜改良していくこと求められる。

謝辞 本稿の執筆にあたり、経営科学系研究部会連合協議会およびカスタマー・コミュニケー
ションズ株式会社よりデータを貸与いただきました。また、西本章宏氏（小樽商科大学）か
ら有益なコメントをいただきました。この場をお借りして御礼申し上げます。

A モデル詳説

ここでは、本文中で用いたモデルの詳細な推定方法について解説する。モデルを再掲する
と、まず、個人 iの時間 tにおける経験集合 Eitに含まれているブランド j の選択を説明す
るモデルは、次のようになる。

yitj =

{
1, if y∗itj > 0

0, if y∗itj ≤ 0
(11)

y∗itj = xitβij + εitj , j ∈ Eij (12)

ここで、ỹ∗itを、y∗it = {yit1, · · · , y∗itJ}′のうち、Eitに含まれているブランドを抜き出したベ
クトルとおき、同様に、B̃∗

itをBi = {β′
i1, · · · , β′

iJ}′のうち Eitに含まれているブランドを抜
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き出した行列とおく。加えて Σ̃itを、分散共分散行列Σから、経験集合 Eitに含まれている
ブランドを抜き出した部分行列とおくと、ブランド選択のモデルは次のように記述できる。

ỹ∗it = B̃itxit + ε̃it, ε̃it ∼ N (0, Σ̃it) (13)

ここで、表記を単純化するために、J × J の行列 Ĩitを導入する。これは、時間 tにおいて、
ブランド jが経験集合 Eitに含まれていれば (j, j)要素に 1をとり、そうでなければ 0をとる
対角行列である。この Ĩitを使って上記式 (13)を次のように書き換える。

Ĩity
∗
it = ĨitBixit + Ĩitεit, Ĩitεit ∼ N (0, ĨitΣĨit) (14)

また、本節では、計算の単純化のために、bi = vec(Bi)、Xit = (x′it ⊗ IJ)とおいて、上記の
式を変形した以下の表現を用いる。

Ĩity
∗
it = ĨitXitbit + Ĩitεit, Ĩitεit ∼ N (0, ĨitΣĨit) (15)

次に、個人 iが時間 tに外部探索を行う傾向を説明するモデルは、以下のようになる。

zit =

{
1, if z∗it > 0

0, if z∗it ≤ 0
(16)

z∗it = witγi + ζit (17)

ここで、本研究では xij = wij であり、また、ブランド選択と外部探索の間に関係構造を仮
定するため、潜在変数の項をまとめて表現する。
上記の biおよび γiを説明する階層構造は、θi = {b′i, γ′i}′を用いて、以下のように定式化

できる。
θi = ∆vi + ξi, ξi ∼ N (0,Λ) (18)

A.1 事前分布

まず、Σの事前分布には、Manchanda, Ansari and Gupta (1999)を参考に、次の分布を
仮定する。

π(Σ) ∝ exp

{
−1

2
(vec∗(Σ)− vec∗(Σ0))

′G0 (vec
∗(Σ)− vec∗(Σ0))

}
(19)

ここで、vec∗(M)は、行列M の上三角部分だけをベクトル化するベクトルオペレータであ
る。すなわち、vec∗(Σ)は J(J − 1)/2次元のベクトルである。また、Σ0は J × J の単位行
列、G0は (J(J − 1)/2)× (J(J − 1)/2)の単位行列とおく。
次に、∆ の事前分布を定める。∆ は (J + 1)K × L の行列なので、行列正規分布を仮

定する。事前分布は ∆ ∼ N (∆0,Ω0,Λ)とおく。ここで、∆0 は (J + 1)K × Lの零行列、
Ω0 = 100I(J+1)K とおく。
Λについて、本研究では対角行列を仮定し、各要素の事前分布にガンマ分布を仮定する。

各要素 λk について λk ∼ G (q0/2, Q0/2)とおく。事前分布のパラメータは、q0 = Q0 = 104

とおく。推定を安定させるような、事前分布の値を設定している。
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Λを対角行列にすることで、θiの式を次のように分解することができる。

θi =

(
bi

γi

)
=

(
∆b

∆γ

)
vi + ξi, ξi ∼ N

(
0,

(
Λb 0

0′ Λγ

))
(20)

A.2 事後分布

完全条件付き事後分布は、次の関数を用いて表現する。本研究では、Albert and Chib

(1993)の方法を踏襲して離散選択モデルを解くため、潜在変数を導入している。まず、ブラ
ンド選択の項は次のように表現できる。

f(yi, y
∗
i |βi,Σi) =


Ti∏
t=1

 ∏
j∈Eit

π(yitj |y∗itj)

π(ỹ∗it|β̃it, Σ̃it)

 (21)

次に、外部探索の項は、次のように表現できる。

g(zi, z
∗
i |βi) =

Ti∏
t=1

π(zit|z∗it)π(z∗it|γi) (22)

上記の f(·)および g(·)から、完全条件付き事後分布は次のように表現することができる。表記
の単純化のため、パラメータの集合をϑ、データの集合をDとおいている。また、θi = {bi, γi}
である。

π(ϑ|D) =

[
N∏
i=1

f(yi, y
∗
i |βi,Σi)g(zi, z

∗
i |βi)π(θi|∆,Λ)

]
π(Σ)π(∆)π(Λ) (23)

これを解いて、以下のような条件付き事後分布を得る。

y∗itj , i = 1, · · · , N, t = 1, · · · , Ti, j ∈ Eitの事後分布 潜在変数 y∗itj は、切断正規分布から推
定する。区間は観測値 yitj の値によって異なる。切断正規分布の推定法については、
Geweke (1991)において、Normal rejection samplingと Exponential rejection sam-

pling (Devroye, 1986)を閾値によって使い分ける方法が提案されており、本研究でも
この方法を利用している。以下、T N (a,b)(m, s)は区間 (a, b)をとる、平均m、標準偏
差 sの切断正規分布を示す。

y∗itj |· ∼
{

T N (0,∞)(µ1, σ1), if yitj = 1

T N (−∞,0](µ1, σ1), if yitj = 0
(24)

ここで、µ1 = mitj+Sj,−jS
−1
−j,−j(ỹit,−j−mit,−j)、σ1 = sjj−Sj,−jS

−1
−j,−jS−j,j、mij =

B̃itxit、S = Σ̃itである。

z∗it, i = 1, · · · , N, t = 1, · · · , Tiの事後分布: これも y∗itj と同様に、切断正規分布からサンプ
リングを行う。zit = 1のとき、zit ∼ T N (0, ∞)(w

′
iγ, 1)であり、zit = 0のときは、

z∗it ∼ T N (−∞,0](w
′
iγ, 1)となる。
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bi, i = 1, · · · , N の事後分布: 選択行動に影響を与えるパラメータ bi = vec(Bi)は、経験集
合に入っているブランドについては観測データから推定することができるが、経験集
合に入っていないブランドは事前分布の情報のみから値を得る必要がある。ここでは、
J × J の行列 Ĩitを導入した式 (15)から事後分布を考える。この変数を用いると、y∗it
の式は J ベクトルの多変量回帰モデルの形で表現することができる。これを利用して
事前分布との積を計算すると、次のような多変量正規分布からサンプルを得ることが
できる。

bi ∼ N (m1, S1) (25)

ここで、S1 =
(
Λ−1
b +

∑Ti
t=1X

′
itĨitΣ

−1ĨitXit

)−1
、m1 = S1

(
Λ−1
b ∆bvi +

∑Ti
t=1X

′
itĨitΣ

−1Ĩity
∗
it

)
である。

Σの事後分布: 本文にあるとおり、製品カテゴリー全体の関係構造を表現する J × J のパラ
メータをΣとおいたとき、個々の購買モデルにおいては、経験集合に対応する部分行
列 Σ̃itが利用されることになる。ここで、Σ̃itは、全体の分散共分散行列 Σから、経
験集合 Eitに含まれているブランドのみを抜き出した部分行列であり、これを用いて
購買行動の式を n(Eit)次元の多変量回帰モデルとして表すことができる。

求めるべきは製品カテゴリー全体の分散共分散行列Σの値である。ただし、Σは、対
角項が全て 1であり、行列全体として正定値であることが求められる。Σが正定値で
あれば、Σの部分行列 Σ̃itもまた正定値であることが保証できるので、Σが条件を満
たしていることに注意すればいい3。

上記の y∗itに関する式と Σの事前分布から、Σの事後分布を考える。事後分布 π(Σ|·)
は、y∗itの同時分布と、事前分布 π(Σ)との積で、次のように表すことができる。

π(Σ|·) ∝


N∏
i=1

Ti∏
t=1

π(ỹ∗it|β̃it, Σ̃it)

× π(Σ) (27)

ただし、上記の条件を満たした Σを表現するよく知られた分布は存在しない。また、
y∗itの次元が変わらない場合には、Edwards and Allenby (2003)によって提案されてい
る、ウィシャート分布から発生させた値を事後的に調整する方法も使うことも考えら
れるが、本研究では y∗itの次元が変わっているので、そのまま使うことは難しい。した

3定理　 J × J の正定値行列M について、その任意の要素 k 行および k 列を抜き出した部分行列は正定値
行列である。
証明　 J × J の正定値行列M が正定値である条件は、任意の J 次元ベクトル xについて、　 x′Mx > 0が

成立する事である。ここで、行列M が正定値であると仮定する。xを分割し　 (x′
1, x

′
2)

′ を考える。x1 は J1 次
元、x2 は J2 次元であるとする。ここで x2 = 0としたベクトルを v = (x′

1,0
′)′ とおくと、M は正定値行列で

あるため v′Mv > 0が成立する。これを計算すると、

v′Mv = (x′
i,0

′)

(
M1 M12

M21 M2

)(
x1

0

)
= x′

1Mxi > 0 (26)

である。これは、M について x1 と同様に 1から J1 行および 1から J1 列を抜き出して部分行列M1 を得、そ
れを用いて得た x′

1M1x1 に等しい。すなわち、M の部分行列M1 について、任意の x1 に対して x′
1M1x1 > 0

が成立する。これは任意の分割についても成立するので、正定値行列M の部分行列は正定値であることが示さ
れた。■
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がって、Σを推定するためには、M-H法による方法が最も適切であるといえる。多変
量プロビットモデルの分散項をM-H法によって推定する方法は、Chib and Greenberg

(1998)やManchanda, Ansari and Gupta (1999)などによって提案されており、M-H

法を用いれば、本研究で提案したモデルのパラメータも推定することができる。候補
分布を q(Σ)とおき、候補サンプルをΣcとおくと、候補サンプルの採択確率 aを次の
式から計算することができる。

a = min

{
π(Σc|·)/q(Σc)

π(Σ|·)/q(Σ)
, 1

}
(28)

候補サンプルの発生方法および候補分布については、Manchanda, Ansari and Gupta

(1999)の方法を採用している。この研究で提案された方法は、Σに含まれている J(J−
1)/2個のパラメータについて、要素ごとに候補サンプルを発生させ、候補サンプルか
ら Σcを再構成して採択確率を計算するものである。要素ごとにサンプルを発生させ
るので、特定の要素に制約を課すことも容易である。本研究では、部分的な情報から
全体の行列を再構成するため、要素によっては、対応する標本がない場合がある。た
とえば任意のブランド jとブランド kについて、この 2ブランドの両方を経験集合に
持っている個人・時間が存在しないとき、この 2ブランドの関係Σjkは求めることが
できない。そこで、要素ごとに制約を課すことができる特性を活かして、標本が存在
しないブランド間の要素には 0をおき、推定を行う4。

γi, i = 1, · · · , N の事後分布:

γi ∼ N (m1, S1) (29)

ここで、S1 =
(
Λ−1
γ +W ′

iWi

)−1
、m1 = S1

(
Λ−1
γ ∆γvi +W ′

iz
∗
i

)
、Wi = (wi1, · · · , wi,Ti)

′、
z∗i = (z∗i1, · · · , z∗i,Ti

)′である。

∆の事後分布:

∆ ∼ N (∆i,Ω1,Λ) (30)

ここで、Ω1 = (V ′V+Ω−1
0 )−1、∆1 = (Θ′V+∆0Ω

−1
0 )Ω1である。また、∆は (J+1)K×L

の行列正規分布からのサンプリングになる。分布の性質やサンプリング方法の詳細は
Rowe (2002)あるいはDawid (1981)を参照のこと。

λk, k = 1, · · · , (J + 1)K の事後分布:

λk ∼ G(q1/2, Q1/2) (31)

ここで、q1 = q0 +N、Q1 = Q0 +
∑N

i=1(θik − δ′k,·vi)
2 +(δk· − δ0,k·)

′Ω−1
0 (δk· − δ0,k·)で

ある。ただし、δk·は∆の第 k列を抜き出した L次元ベクトル、δ0,k·は∆0の第 k列
を抜き出した L次元ベクトルである。

4ただし、本研究においては、標本が存在しないケースはなかった。
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A.3 初期値とシミュレーション設定

初期値について、潜在変数 y∗itj および z∗itはすべて 0、パラメータBi、γiおよび∆はすべ
て零ベクトルとしている。また、Σは単位行列、λkはすべて 1としている。
シミュレーションにおいては、全 15,000回のイタレーションを行い、はじめの 5000回を

除いた 10,000回をサンプルとして採取している。
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